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 平成２３年３月１１日の東北地方太平洋地震と、それに伴う大津波で、東北地方と北

関東地方は未曾有の大災害をこうむり、今も東京電力福島第一原子力発電所では、原子

炉の不安定な状況が続いています。この地震は、多くの人命と財産を奪っただけでなく、

国内はもとより、海外の産業界にも多大な損害を与えています。また、基礎科学技術の

分野も同様に大きな被害を受けており、現在深刻な状況にあります。この状況において

はライフラインの回復や医療援助を含む被災者の方々への支援や、福島の原発事故の収

束が最優先事項であることは言うまでもありませんが、中長期的な日本の復興を考えま

すと、産業やそれを支える科学技術の再建が緊急の課題です。 

 
 今回の大地震は、基礎科学の分野、特に日本の中性子科学研究にも大きな影響を与え

ています。日本の中性子科学の中心施設として、これからの更なる発展が期待されてい

る２つの大きな施設（研究用３号炉 JRR-3、J-PARC 物質・生命科学実験施設（MLF））
がともに茨城県東海村の日本原子力研究開発機構(JAEA)にあり、今回の地震で大きな被

害を受けています。また、つくばにあります高エネルギー加速器研究機構(KEK)物質構



造科学研究所の放射光施設であるフォトンファクトリー(PF)も大きな被害を受けまし

た。各施設では現在その復旧作業を進めているところですが、短期間での運転再開は難

しい状況です。特に、平成 20 年 12 月に供用開始した世界第一級の施設である MLF は、

国際公共財として広く世界から期待されており、この施設の長期停止が与える影響は国

際的にも深刻です。 
 
 先に日本中性子科学会および中性子産業利用推進協議会から、中性子施設の早期復旧

と利用者支援の要望書が文部科学省へ提出されていますが、中性子科学分野はもとより、

主要学会が包含する物質科学、生命科学、環境科学、エネルギー科学などの多くの研究

分野の先端的研究者も、これらの実験施設を利用して研究を進めております。同時に、

各分野の多くの学生も施設を利用して研究に携わっており、その成果をもとに修士や博

士の学位を取得し、大学、研究所や産業界などで貴重な人材となって活躍しております。

最近では、産業界も中性子の有効性を広く認識し始め、広範な産業分野の研究者が中性

子を用いた研究を開始しています。日本が得意とする材料開発において、中性子は非常

に有効な評価手段です。具体的には、2014 年には世界市場規模が３兆円に達すると予想

（株式会社 東海東京調査センターによる）されている Li イオン電池の開発や、自動車

の燃費の改善に有効な超高強度鋼の開発などに大きく貢献すると考えられます。そのた

め、我が国の中性子利用の中心となる両施設の長期における停止は、日本の震災復興の

骨太な土台となる基礎科学技術や産業界の基礎基盤技術、その発展を支える人材育成に

とって、大変深刻な影響を与えることが懸念されます。また、今回の地震発生直後から、

世界中の数多くの研究者や施設から、心のこもったお見舞いや援助の申し込みをいただ

いており、被災した東海村の両中性子施設の早期の再開を世界中の研究者が待ち望んで

おります。 
 
 資源・エネルギーに乏しい我が国が先進国の中でプレゼンスを高め、国際貢献を果た

すことができるのは、世界を先導する科学技術の進展によるところが大きく、その基盤

を支える中性子科学施設や放射光施設などの量子ビーム施設の長期停止は憂慮すべき

ことです。 
 
 このような観点から、文部科学省におかれましては、各施設の早期復旧と、被災施設

の利用者に対する支援等、中性子や放射光などの量子ビームを利用した研究開発の再興

に対してのご支援を切にお願い申し上げます。 
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